
２０２２年６月１６日 

 

拡大教授会 

 

 

○ 報告事項 

１．総務委員会報告 

２．研究科長・学部長・研究所長合同会議等報告（総Ｂ２号） 
３．全学環境安全管理室等会議・事故災害報告(総Ｂ３号)  
４．研究インテグリティへの対応について（研Ｂ３号） 
５．新型コロナウイルス感染症罹患等による定期試験代替措置の廃止について（教Ｂ１号） 
６．各委員会報告（経Ｂ３号）（経Ｂ４号）（経Ｂ５号） 

７．その他 

・オープンキャンパスについて 

・夏季一斉休業について/年休５日取得についてのお願い 

  ・駒場Ⅰキャンパスへの移動販売車（キッチンカー）の導入について 
 

 

 ○ 議題 

１．東京大学大学院総合文化研究科・教養学部の教員の任期に関する規則の一部改正（総Ａ１号） 

２．東京大学大学院総合文化研究科に置かれる講座の組織を定める内規の一部改正（総Ａ２号） 

３．東京大学における教員の任期に関する規則の一部改正（総Ａ３号） 

４．新規前期部会の設置について（総Ｂ４号） 

５．東京大学教養学部組織規則の一部改正について（総Ｂ５号） 

６．２０２２年度予算案（経Ｂ２号） 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
教 授 会 

 
○ 教員人事 

講  師     報 告   ４件 

准 教 授     提 案   ５件 

         報 告   ８件 

教  授     提 案   ２件 

         報 告  １１件 

                             計３０件 

 

 



 [ 拡大教授会 ]        

委 員 会 関 係 

 

 

教 務 委 員 会  

 
財  務  委  員  会    ・コロナ対策経費の要求について（経Ｂ３号） 
 ・立替払を行う際の取扱いについて（経Ｂ５号） 

 

 

 
教 育 研 究 経 費 委 員 会    ・第１回教育支援経費の申請について（経Ｂ４号） 

 
 情 報 基 盤 委 員 会 
 
 入 試 委 員 会  
 
 教 養 教 育 評 価 委 員 会 
 
 学 生 委 員 会  
 
      三 鷹 国 際 学 生 宿 舎 
      運 営 委 員 会  
 
 図 書 委 員 会  
 

 前 期 運 営 委 員 会 
 
 後 期 運 営 委 員 会  
 
 建 設 委 員 会  
 
 環 境 委 員 会  
 

 防 災 委 員 会  
 
そ の 他   
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研究インテグリティへの対応について 

経理課研究支援チーム 

研究インテグリティ 

研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求められる、研究の

健全性・公正性 

競争的研究費事業の応募の際に、研究者に求められること 

国外も含む外部からの支援（※1）や 兼業等（※2）の情報の提出 

※1：現在の研究費（国外も含め、補助金や助成金、共同研究費、受託研究費等、 現在の全て

の研究費であって個別の研究内容に対して配分されるもの。所属する機関内において配

分されるような基盤的経費又は内部資金、商法で定める商行為及び直接又は間接金融に

よる資金調達を除く）の応募・受入状況 

※2：全ての所属機関・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない

名誉教授等を含む） 

＊ 応募・受入状況で記載するエフォートは、「研究者の全仕事時間に対する当該研究の実施

に必要とする時間の配分割合(%)」であり、全仕事時間には、教育、学生指導、学内行政、

兼務先の業務なども含まれます。対外的に説明可能な数値を設定するようにしてください。

また、特任教員・研究員の方は、雇用経費や労働条件との整合性にもご留意ください。 

e-Rad で申請する事業では、「e-Rad 外の研究費」「兼業、外国の人材登用プログラムへの参

加、あるいは雇用契約のない名誉教授等」の入力がすでに求められているものがある。

 

研 B3 号 
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虚偽申告への対応 

公表、不採択・採択取消し、減額配分、５年間の応募制限とすることがある 

 

関係資料 

文部科学省の HP で、「研究インテグリティ」を検索 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/integrity/index.html 

 

 

 

政府の関係文書も掲載されています。 

 

 

ご不明点があれば、文科省の HP を確認いただくか、研究支援チームにお尋ねください。 
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2022 年5⽉26⽇ 
東京⼤学教養学部 

新型コロナウイルス感染症罹患等による定期試験代替措置の廃⽌について 

・代替措置とは
2020 年度 A セメスターの定期試験（本試験）より、新型コロナへの感染・濃厚接触者・

疑似症がある者・ワクチン接種の副反応が⾒られる者について、対⾯試験を受験できない
場合は所定の⼿続きを⾏うことで「代替措置」（上限点なし）をとる⽅針としていた。 

これは、当時新型コロナウイルス感染症の危険性に関する情報が少なかったこと及び
社会的な要請があったことから、周囲に感染させるリスクがある学⽣が無理に対⾯試験
を受験することがないように講じられた、特別な措置である。 

代替措置の内容は科⽬の特性や教員の都合により、試験科⽬毎に担当教員の裁量で実
施した。具体的には、オンライン試験・レポート課題・⼝述試験・平常点による評価・別
⽇での対⾯試験等の⽅法がとられていた。 

代替措置適⽤者となるためには、試験開始時刻までに教養学部「感染報告フォーム」か
ら報告を⾏い、学⽣⽀援課による聞き取り調査の後、教務課に診断書等の根拠書類を提出
する必要があった。どの学⽣が代替措置適⽤者かは、教務課から担当教員に都度通知して
いた。 

・廃⽌に⾄る経緯と理由
代替措置適⽤の可否については、提出された診断書等の根拠書類を審査し決定するが、

濃厚接触者の場合、特にオミクロン株の感染拡⼤期は保健所の機能がひっ迫する状況で
根拠書類の提出が難しいことから、実質的に学⽣からの申し出のみによる審査・決定とな
り、審査の信頼性が担保できない状況となった。 

また、代替措置に該当しない病気・事故でやむを得ず⽋席した学⽣については、通常の
追試験「受験資格 A」に出願することとなるが、制度上、上限点が 75 点となっており、
審査の信頼性の点と併せて公平性をも⽋く状況が⽣じた。 

さらに、2021年度 A セメスター定期試験においては、急激な感染拡⼤による代替措置
適⽤者の急増により関係各課の業務がひっ迫し、対⾯試験の実施運営に差し障る状況と
なった。試験担当教員においても、学⽣とのメール連絡や措置のための⽇程調整、専⽤の
試験問題作成等の過度の負担が⽣じた。 
昨今、新型コロナウイルス感染症への対応⽅法の社会的な認知が進んだことを受け、

2022 年度より東京⼤学教養学部においては、マスク着⽤・⼿指消毒の徹底・換気・必要
最低限の発話等の基本的な感染対策を講じていればリスクは回避できるという考えに基
づき、原則として対⾯授業を実施することになった。 

このことから、当初代替措置をとる前提となっていた「新型コロナウイルス感染症の危
険性に関する情報が少なく社会的な要請がある状況」はある程度解消されたと判断し、
2022 年度の定期試験から代替措置は廃⽌することになった。 

・廃⽌に伴う措置
代替措置の対象となっていた定期試験について、学⽣は必要に応じて、通常の追試験が

実施される科⽬は「受験資格 A（事故・病⽋による追試）」に出願する。追試験対象外の
科⽬については、再履修等を⾏う。 

以 上 
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◆ご意見・ご質問 

・情報・図形部会 
下記のような教員個人からのご意見がありました。 
--------------------ここから-------------------- 
現在流行中の COVID-19 は流行していないほかの第 2 類感染症と比べて特例措置廃止による影

響は大きいと考えられる。単に特別扱いを廃止して通常の病欠と同じにすると、濃厚接触者の多

くは試験を受けに来てしまうことが想定されるが、このようなケースを避けることは大学の社会

的義務といえるのではないか。例えば、下記のような運用を提案する。 
  
- 以下のケースでは追試の成績の上限を現状の 75 点から， 85-90 点くらいに引き上げる．この

ケースは優 3 割ルールの集計の外とする 
- covid-19 濃厚接触者 
- covid-19 の感染症罹患者 
--------------------ここまで-------------------- 
 
・社会科学 4部会からのご質問 

今回の定期試験代替措置は、欠席学生の救済という効果も持ちますが、主として感染症の拡

大を防止する目的で設けられていたものと理解しています。代替措置廃止に関する社会科学

4 部会の主な懸念は、代替措置を廃止した場合、感染疑い者や濃厚接触者が期末試験を受験

するために出校する現実的な危険が生じる可能性が生じ得るところ、大学としてそうした危

険を避ける社会的責務（場合によっては法的責務も生じるかもしれません）があるのではな

いかという点にあります。教務課のご負担を減らして期末試験の円滑な実施を図ることの重

要性は重々認識しておりますが、仮に定期試験を契機に感染例が増えたような場合、駒場の

みならず大学全体の問題にもなり得ると思います。 

前期運営委員会後に、本件については太田理事の了解が得られていると伺いましたが、上記

のような社会的ないし法的責務の観点を考慮に入れても廃止には問題がないという太田理事

及び本部のご判断があると理解して良いかについて、確認させていただけませんでしょうか。

社会科学 4 部会としては、そうした懸念が不要なのであれば、代替措置の廃止も可能なので

はないかとも考えております。 

 
---社会科学 4 部会からのご質問への森山学部長からのご返信--- 
代替措置廃止については、コロナ対応絡みですので、本部の太田理事（教育担当）と大久保理事

（本部コロナ対策タスクフォース座長）にかねてから相談しています。 
  理事からは、疑似症や濃厚接触が疑われる場合、無理に登校しないようにというのは、本学

としての独自措置・独自指針ではなく、あくまでも国や自治体での扱いに準ずるものであって、

今回の件はタスクフォースで検討する以前のものだという理解が示されています。 
  登校を可能とする条件を設定することの社会的・法的責任については、現在の病態のコロナ

をどこまで「特別視」するかにかかりますので、そこに截然とした区分があるわけではなく、し

たがってグレーゾーンがつねに残ります。 
  他方で、代替措置を維持した場合に、コロナ罹患者は別として、疑似症者や濃厚接触者には

その旨の証明書が公的機関から出るわけではないので、当事者の自己申告に頼らざるをえず、実

態としてはこの措置が学生から「悪用」される可能性は大きいです。進学選択を前にした評価の

公平性という点で、それをどのように斟酌するかということであろうと思っています。 
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◆追加情報 

・代替措置を廃止にかかる確認状況 

教養学部の八百屋顧問弁護士に、通常の追試を受けさせることについて、違法ではないことを

ご確認済み。 

太田理事、大久保理事に問題について共有済み。 
本部学務課に検討状況を共有済み。担当者からは現状に照らして妥当な理由・判断・措置との

コメント。 
 
・他学部の状況 

学部  
法学部 2020S から 2021A までは結果的にすべてオンライン試験となったため、特に対

応なし。ただし、2021Ａは当初対面試験を想定しており、持病等によるコロナ事

由受験不可は事前申告・審査のうえレポートによる代替措置、試験直前の体調不

良等は追試験（上限点なし）で代替予定であった。 
医学部 追試験期間を設けており、そこで受験してもらう。追試験の上限点や内容につい

ては、事務では関与しておらず、各担当教員の判断にお任せしている。 
工学部 2021A はほぼ対面試験がなかった為、代替措置も行わなかった。2022S について

は、対面授業なので、対面試験も増えると思うが、現時点で方針は未定。 
文学部 教務では代替措置やその取りまとめは行っていない。学生からの申し出があれば

教員が対応しているようだが、教員の判断に任せている。 
※基本的に授業の最終回に試験を行っているとのこと。 

理学部 教務では代替措置やその取りまとめは行っていない。学生からの申し出があれば

教員が対応しているようだが、教員の判断に任せている。 
農学部 上限点無しで実施。学生の連絡を受けた教員による個別の判断でご配慮いただく

（学生から直接連絡） 
経済学部 学部の教務として定期試験の代替措置や特別救済の制度は設けていない。学生か

ら申し出があれば、各担当教員の判断にお任せ。 
※授業毎に評価基準が違うので、事務側で一律のルールを設けることが難しい 
※昨年 Sセメから今年 Sセメまで、オンライン試験を実施するとのこと 

教育学部 学部の教務として定期試験の代替措置や特別救済の制度は設けていない。学生か

ら申し出があれば、各担当教員の判断にお任せ。 
薬学部 上限点無しで実施。学生の連絡を受けた教員による個別の判断でご配慮いただく

（学生から直接連絡） 
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1 
 

東京大学大学院総合文化研究科・教養学部の教員の任期に関する規則の一部を改正する規則（案） 

 

改正理由：既に導入している教員の任期制の教育研究組織等の見直し等を行うことに伴い、所要の改正を行うものである。 

現   行 改   正 

（略） 

別表 

部

局

名 

専攻(施設)、講座

(部門)、分野等 

対 象 と

なる職 
任期 再任に関する事項 

大

学

院

総

合

文

化

研

究

科 

（略） 

広域科学専攻機能

解析学講座物性物

理学分野 

助 教 ５年 再任可。ただし、２回限

りとし、再任の場合の

任期は１回目にあって

は３年、２回目にあっ

ては２年とする。 

 

 

 

 

 

   

  （略）  

教

養

学

 

 

 

   

（略） 

別表 

部

局

名 

専攻(施設)、講座

(部門)、分野等 

対 象 と

なる職 
任期 再任に関する事項 

大

学

院

総

合

文

化

研

究

科 

（略） 

広域科学専攻機能

解析学講座物性物

理学分野 

助 教 ５年 再任可。ただし、２回限

りとし、再任の場合の

任期は１回目にあって

は３年、２回目にあっ

ては２年とする。 

広域科学専攻機能

解析学講座生命動

態解析学分野 

助 教 ５年。ただし、

令和１１年９

月３０日を超

えることはで

きない。 

再任可。ただし、１回限

りとし、再任後の任期

は令和１１年９月３０

日を超えることができ

ない。 

  （略）  

教

養

学

附属教養教育高度

化機構国際連携部

門 

准教授 １年 再任不可。 
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2 
 

部 附属教養教育高度

化機構初年次教育

部門人文科学教育

研究分野 

准教授 

講 師 

１年。ただし、

令和５年３月

３１日を超え

ることはでき

ない。 

再任不可。 

  （略）  

 

 

部 附属教養教育高度

化機構初年次教育

部門人文科学教育

研究分野 

准教授 

講 師 

１年。ただし、

令和５年３月

３１日を超え

ることはでき

ない。 

再任不可。 

  （略）  

 

 

附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行し、同日以降に任命される者について適用する。 
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東京大学大学院総合文化研究科に置かれる講座の組織を定める内規の一部を改正する規則（案） 

 

改正理由：分野の新設に伴い、所要の改正を行うものである。 

現   行 改   正 

（略） 

第２条 講座に次に掲げる分野を置く。 

専 攻 名  講 座 名  分 野  

（略） 

広域科学専攻 （略） 

機能解析学講座 （略） 

機能性有機材料化学分野 

 

（略） 

 

 

（略） 

第２条 講座に次に掲げる分野を置く。 

専 攻 名  講 座 名  分 野  

（略） 

広域科学専攻 （略） 

機能解析学講座 （略） 

機能性有機材料化学分野 

生命動態解析学分野 

（略） 

 

 

附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 
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東京大学における教員の任期に関する規則の一部を改正する規則（案）（令和 年 月 日東大規則第  号） 

 

改正理由：大学院総合文化研究科及び教養学部において、既に導入している教員の任期制の教育研究組織等の見直しを行うことに伴い、所要の改正を行うも

のである。 

 

現    行 改    正 

 

別表 

 （略）     
 

別表 

 （略）     

  教育研究組織 対象と 

なる職 
任期 

再任に関する事

項 
根拠規定 

   教育研究組織 対象と 

なる職 
任期 

再任に関する事

項 
根拠規定 

 

  部局名 専攻、講座、研究部門等    部局名 専攻、講座、研究部門等  

   （略）        （略）     

 大学院総合文

化研究科 

 （略）      大学院総合文

化研究科 

 （略）     

 

広域科学専攻機能解析学講座物

性物理学分野 

助 教 ５年 再任可。ただし、

２回限りとし、再

任の場合の任期は

１回目にあっては

３年、２回目にあ

っては２年とす

る。 

法第４条第１

項第１号 

  広域科学専攻機能解析学講座物

性物理学分野 

助 教 ５年 再任可。ただし、

２回限りとし、再

任の場合の任期

は１回目にあっ

ては３年、２回目

にあっては２年

とする。 

法第４条第１

項第１号 

 

 

         広域科学専攻機能解析学講座生

命動態解析学分野 

助 教 ５年。ただし、

令和１１年９

月３０日を超

えることはで

きない。 

再任可。ただし、

１回限りとし、再

任後の任期は令

和１１年９月３

０日を超えるこ

とができない。 

法第４条第１

項第１号 

 

   （略）        （略）     

   （略）        （略）     

 
教養学部        教養学部 附属教養教育高度化機構国際連

携部門 

准教授 １年 再任不可。 法第４条第１

項第１号 
 

 

 附属教養教育高度化機構初年次

教育部門人文科学教育研究分野 

准教授 

講 師 

１年。ただし、

令和５年３月３

１日を超えるこ

とはできない。 

再任不可。 法第４条第１

項第１号 

   附属教養教育高度化機構初年次

教育部門人文科学教育研究分野 

准教授 

講 師 

１年。ただし、

令和５年３月３

１日を超えるこ

とはできない。 

再任不可。 法第４条第１

項第１号 
 

   （略）        （略）     
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   （略）        （略）     

                

 

附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行し、同日以降に任命される者について適用する。 
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2022/05/12 森山 工 

新規前期課程部会の設置（案） 
 
 部会名： 「先進融合部会」（仮称） 
 担当科目等： 
   アドバンスト文理融合（部分） 

Diversity & Inclusion 関係科目（附属教養教育高度化機構と連携） 
その他既存の部会で担当が難しい領域の科目 

 
 趣旨： 既存の部会組織は、教育分野による縦割りの形式になっており、教育分野単位で
の教育に最適化されている。これは、教養学部における柱の一つである教育の学際性を実現
する教育体制である。その一方で、近年では文理の融合が進むとともに、人文学系と社会科
学系との融合をともなう教育研究領域が出現している。これは「学際的」ではなく「学融合
的」というべき現象であり、それが対象とする事象も単一の教育研究ディシプリンではカバ
ーしきれないような複合性をもつことが多い。この学融合を教育の分野にも取り入れ、教養
学部のリベラルアーツをより深化させるべく、新規部会「先進融合部会」（仮称）の設置を
提案する。 

昨年度制定された UTokyo Compass には、Green Transformation や Diversity & Inclusion
が焦点化されている。これらの事象は学融合という観点に適合的であると思われるが、これ
らに対する知見を大学教育の早期において、すなわち前期課程において、学生に提供するこ
とは、東京大学憲章にいう「世界的視野をもった市民的エリートが育つ場」として重要な意
義をもっている。また、近年ではこれとの関連で、前期課程学生を Global Citizenship へと
目覚めさせるような教育の仕組みも必要とされている。 

こうした課題は、もちろん担当教員の専門性に応じて一様ならざる扱われ方をするであ
ろう。その専門性が既存の部会に合致するようであれば、当該部会に所属し、当該部会の教
育を担いながら、学融合的な分野の教育にも従事する可能性は排除できない。その一方で、
その専門性が既存の部会に合致せず、結果的に部会所属をもたない（既存の部会では吸収で
きない）教員を生む可能性も高いと考えられる。部会所属をもたないということは、前期課
程運営についての情報や連携が確保できないということであり、その状況で前期課程科目
を担当し続けるのには制度的に問題が大きい。 

このため、文理融合を含めた学融合に教養学部前期課程として一定の教育上のニッチを
確保するべく、少人数ではあるが一つの部会を組織し、学融合分野の教育に携わる教員を配
置することで、前期課程において組織的な関与と貢献を果たす仕組みをつくることが望ま
しいと考える。以上の理由により、「先進融合部会」（仮称）を設置することを提案させてい
ただきたい。なお、本提案は、既存の部会の構造的な枠組みに変更をもたらすことを意図し
たものではない。 

総Ｂ４号
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東京大学教養学部組織規則の一部を改正する規則（案）（令和 年 月 日東大規則第 号） 

 

改正理由：前期課程に先進融合部会を新設することに伴い、所要の改正を行うものである。 

現   行 改   正 

 

（略） 

 

 （前期課程及び後期課程） 

第２条 学部に、前期課程及び後期課程を置く。 

２ 前期課程に、次の部会（第９条及び第１０条において「前期部会」とい

う。）を置く。 

英語、ドイツ語、フランス語・イタリア語、中国語、韓国朝鮮語、ロシア

語、スペイン語、古典語・地中海諸言語、日本語、法・政治、経済・統

計、社会・社会思想史、国際関係、歴史学、国文・漢文学、文化人類学、

哲学・科学史、心理・教育学、人文地理学、物理、化学、生物、情報・図

形、宇宙地球、スポーツ・身体運動、数学、PEAK前期、先進科学 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

 （前期課程及び後期課程） 

第２条 学部に、前期課程及び後期課程を置く。 

２ 前期課程に、次の部会（第９条及び第１０条において「前期部会」とい

う。）を置く。 

英語、ドイツ語、フランス語・イタリア語、中国語、韓国朝鮮語、ロシア

語、スペイン語、古典語・地中海諸言語、日本語、法・政治、経済・統

計、社会・社会思想史、国際関係、歴史学、国文・漢文学、文化人類学、

哲学・科学史、心理・教育学、人文地理学、物理、化学、生物、情報・図

形、宇宙地球、スポーツ・身体運動、数学、PEAK前期、先進科学、先進融

合 

 

（略） 

 

  附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 
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２０２２年度 

予算案 
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資料１

１．

２．

３．

４．

2022年度当初予算配分

1,992,643 千円

288,870 千円

54,446 千円

18,496 千円

▲ 1,915 千円

2,352,540 千円

（参考）

2021年度当初予算配分

1,992,770 千円

390,444 千円

▲ 165,092 千円

18,797 千円

23,234 千円

2,260,153 千円

92,387 千円　増

ミッション実現加速化経費

第一次配分　 

2022年度 予算配分方針（案）

  下記のとおり予算額が決定しました。対前年度予算額に大幅な増減が見られないことから、原
則として、全ての経費について、前年度と同様の基準をもって予算案を作成します。
　ただし、２．３．及び４については、別途協議のうえ、作成するものとします。

  ２次配分要求事項及び３次配分要求事項については、昨年度の執行状況及び担当教員の要
求事項を勘案し、予算案を作成します。

 新規事項については、担当教員の要求事項を勘案し、予算案を作成します。

 当該年度に係る経常的でない経費等については、臨時経費として予算案を作成します。

第一次配分　 

第二次配分　 

収入見合分

合　計　 　　

対前年度差額

第二次配分　 

PFI事業維持管理経費

収入見合分

合　計　 　　

執行留保

PFI事業維持管理経費
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資料２－１

２０２２年度配分額 ２０２１年度配分額 対前年度増減額 100%

Ⅰ.　前期課程委員会経由分 29,209 千円 29,224 千円 △ 15 千円

　　前期課程教育関係費 29,209 千円 29,224 千円 △ 15 千円

英語Ⅰ 3,835 千円 3,835 千円 0 千円
英語Ⅱ 129 千円 129 千円 0 千円
初年次ゼミナール 1,050 千円 1,065 千円 △ 15 千円
実験･実習費 17,903 千円 17,903 千円 0 千円
情報教育費 6,292 千円 6,292 千円 0 千円
PEAK(国際教養ｺｰｽ) (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円

Ⅱ.　後期課程委員会経由分 51,470 千円 51,470 千円 0 千円

①　後期課程教育関係経費 21,074 千円 21,074 千円 0 千円

教養学科 9,430 千円 9,430 千円 0 千円
統合自然科学科 8,094 千円 8,094 千円 0 千円
学際科学科 3,550 千円 3,550 千円 0 千円
PEAK(国際日本研究ｺｰｽ) (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円
PEAK(国際環境学ｺｰｽ) (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円

②　学科経費 30,396 千円 30,396 千円 0 千円

教養学科 15,198 千円 15,198 千円 0 千円
統合自然科学科 7,599 千円 7,599 千円 0 千円
学際科学科 7,599 千円 7,599 千円 0 千円
PEAK(国際日本研究ｺｰｽ) (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円
PEAK(国際環境学ｺｰｽ) (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円

Ⅲ.　大学院専攻経由分 238,792 千円 234,657 千円 4,135 千円

①　属人研究費 209,381 千円 205,461 千円 3,920 千円
【客員講座分除く】

文系 90,036 千円 88,533 千円 1,503 千円
理系 99,712 千円 99,914 千円 △ 202 千円
専攻所属外 19,633 千円 17,014 千円 2,619 千円

②　属人教育費 16,426 千円 16,211 千円 215 千円

③　専攻･系運営費 24,265 千円 24,265 千円 0 千円

言語情報科学専攻 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
超域文化科学専攻 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
地域文化研究専攻 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
国際社会科学専攻 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
広域･生命環境科学系 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
広域･相関基礎科学系 3,165 千円 3,165 千円 0 千円
広域･広域ｼｽﾃﾑ科学系 3,165 千円 3,165 千円 0 千円

1,055 千円 1,055 千円 0 千円
多文化共生・統合人間学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 1,055 千円 1,055 千円 0 千円
国際人材養成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円
国際環境学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ (-) 千円 (-) 千円 (-) 千円

④　総合文化図書館負担金
専攻（＠2,256）×５専攻 △ 11,280 千円 △ 11,280 千円 0 千円

２０２２ 年 度　 予 算 配 分　（案）

（資料２－２）

（資料２－４・２－５）
（資料２－３）

(G30経費で別途措置、外数） (G30経費で別途措置、外数）

（資料２－６）

(G30経費で別途措置、外数） (G30経費で別途措置、外数）

(G30経費で別途措置、外数） (G30経費で別途措置、外数）

（資料２－７）

人間の安全保障ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(国際研究先端大講座)

(G30経費で別途措置、外数） (G30経費で別途措置、外数）
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資料２－１
２０２２年度配分額 ２０２１年度配分額 対前年度増減額 100%

Ⅳ．　学部共通経費 635,134 千円 647,000 千円 △ 11,866 千円

①　附属施設等 50,368 千円 50,368 千円 0 千円

図書館経費 16,088 千円 16,088 千円 0 千円
教養教育高度化機構 - 千円 - 千円 - 千円
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地域研究機構 4,980 千円 4,980 千円 0 千円
国際環境学教育機構 - 千円 - 千円 - 千円
国際日本研究教育機構 - 千円 - 千円 - 千円
東ｱｼﾞｱﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 3,100 千円 3,100 千円 0 千円
先進科学研究機構 12,000 千円 12,000 千円 0 千円
アドバンスト文科 5,400 千円 5,400 千円 0 千円
アドバンスト文理融合 1,600 千円 1,600 千円 0 千円
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ 7,200 千円 7,200 千円 0 千円

②　関連施設等 25,783 千円 32,663 千円 △ 6,880 千円

学生相談所 - 千円 - 千円 - 千円
進学情報ｾﾝﾀｰ 824 千円 824 千円 0 千円
国際交流センター 6,290 千円 6,290 千円 0 千円
グローバリゼーションオフィス 6,080 千円 6,080 千円 0 千円
共通技術室 1,129 千円 1,129 千円 0 千円
教育研究ﾃﾞｰﾀ分析室 11,460 千円 18,340 千円 △ 6,880 千円

③　事項指定経費 258,907 千円 261,407 千円 △ 2,500 千円

前期課程教育環境改善 （2005~） - 千円 - 千円 千円
17,112 千円 17,112 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円

16,834 千円 16,834 千円 0 千円

1,807 千円 1,807 千円 0 千円

- 千円 - 千円 － 千円

75,746 千円 75,746 千円 0 千円
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ３０経費 28,000 千円 28,000 千円 0 千円
教養教育国際化事業経費 105,408 千円 105,408 千円 0 千円
生物普遍性研究教育機構 0 千円 0 千円 0 千円
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 0 千円 7,500 千円 △ 7,500 千円
芸術創造連携研究機構 5,500 千円 5,500 千円 0 千円
心の多様性機構 5,000 千円 5,000 千円
多文化共生・統合人間学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3,500 千円 3,500 千円 0 千円

④　その他事項別経費 79,965 千円 80,201 千円 △ 236 千円

外国人教師等経費 3,152 千円 3,152 千円 0 千円
客員講座分 8,517 千円 8,517 千円 0 千円
図書館維持費 3,658 千円 3,658 千円 0 千円
図書館設備費（特別図書費） 854 千円 854 千円 0 千円
図書館設備費（学生用図書費） 4,896 千円 4,896 千円 0 千円
研究基盤支援促進経費 1,299 千円 1,299 千円 0 千円
研究支援推進員 512 千円 512 千円 0 千円
研究機関研究員 2,632 千円 2,632 千円 0 千円
低温委員会 5,264 千円 5,264 千円 0 千円
情報教育棟 3,008 千円 3,008 千円 0 千円
学生会館及びｷｬﾝﾊﾟｽﾌﾟﾗｻﾞ 2,387 千円 2,387 千円 0 千円
TA経費及びＲＡ経費 39,786 千円 40,022 千円 △ 236 千円
URA経費 4,000 千円 4,000 千円 0 千円

⑤　その他経費 220,111 千円 222,361 千円 △ 2,250 千円

情報教育棟 7,215 千円 7,065 千円 150 千円
学部報室 1,925 千円 1,925 千円 0 千円
10号館視聴覚（LL）教室 13,990 千円 13,990 千円 0 千円
工作技術室 2,229 千円 2,229 千円 0 千円
ＲＩ施設 2,750 千円 2,750 千円 0 千円
文化施設運営委員会 12,630 千円 12,630 千円 0 千円
情報学環共通経費 - 千円 - 千円 - 千円
初年次活動ｾﾝﾀｰ 767 千円 767 千円 0 千円
研究室・建物維持運営経費 14,659 千円 14,659 千円 0 千円
18号館維持運営経費 3,301 千円 3,301 千円 0 千円
14号館維持運営経費 100 千円 0 千円 100 千円
広報室経費 1,960 千円 1,960 千円 0 千円
教育支援経費 20,000 千円 20,000 千円 0 千円
コロナ対策費 7,500 千円 10,000 千円 △ 2,500 千円
学部長裁量経費 30,000 千円 30,000 千円 0 千円
大学院生・留学生経費 101,085 千円 101,085 千円 0 千円

合計額 954,605 千円 962,351 千円 △ 7,746 千円

（資料２－８）

駒場学生相談所事業費 (2005~）
ALESS Program (2008~）
学習基盤整備のための全学学生用図書費
の恒常化 (2008~)

学習基盤整備のための全学学生用図書費
の恒常化(2012~)
グローバル教養教育の「教育力」向上のた
めの「Global    Faculty Development」
(GFD)「Network for Exellence in
    Teaching」(NET)の構築（2015~2018）

ｿﾝﾏ（ｱｳｸﾞｽﾄｩｽの発掘調査研究)経費
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資料２－２

配分額

29,209 千円

100% （単位：千円）

区　　　分 部　会　名　等 事　項　名
今 年 度
配 分 額

前 年 度
配 分 額

対前年度
増 ▲減

備　　　　　　　　　　考

英語Ⅰ 英語部会 教材購入費等 3,835 3,835 0 前年度同額

英語Ⅱ 　　〃 情報機器等購入費 129 129 0 前年度同額　

文科 プリント作成、印刷、テキスト購入費等 795 825 △ 30 2022年度　@15千円×53名

　　〃 TA ※（－） ※（－） ※（－） ※別途措置、外数

理科 プリント作成、印刷、テキスト購入費等 255 240 15 2022年度　@15千円×17名

　　〃 TA ※（－） ※（－） ※（－） ※別途措置、外数

実験・実習費 基礎実験実習 実験・実習費（物理） 4,156 4,156 0 前年度同額　

　　　　〃 実験・実習費（化学） 4,640 4,640 0

　　　　〃 スクラバー保守（化学） 723 723 0

　　　　〃 実験・実習費（生物） 2,595 2,595 0 ※生物・・・「2,595+ 440(生物部会) = 3,035」

　　　　〃 実験・実習費（身体運動） 145 145 0 ※身体運動・・・「145+2,956+138=3,239」

　　　　〃 液体窒素運搬用品 362 362 0 ※「基礎実験」に配分

情報・図形部会 情報図形実習 1,245 1,245 0

宇宙地球部会 宇宙地球実習 503 503 0

スポーツ身体運動部会 身体運動実習 2,956 2,956 0

　　　　〃 スポーツ・トレーニング 138 138 0

生物部会 440 440 0

小　　　計 17,903 17,903 0

情報教育費 情報教育棟 情報教育費 6,292 6,292 0 前年度同額　

PEAK PEAK前期実施部会 国際教養コース ※（－） ※（－） ※（－） ※ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ30経費で別途措置、外数

29,209 29,224 △ 15

2022年度　前 期 課 程 教 育 関 係 経 費 予 算 配 分 （案）

初年次
ゼミナール

※化学・・・「4,640 + 723 = 5,363」

合　　　　　　　　　　　計
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資料２－３

　2022年度　実験・実習費配分内訳

　予算額　１７，９０３千円　（前年度予算同額） 単位：千円

基礎実験系 総合科目系
身体運動
実習費

ｽﾎﾟｰﾂﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ

物理学・物理学 4,156 4,156

化学・化学 5,363 5,363 実験・実習費（4,640）、スクラバー保守（723）

生物学・生物学 2,595 440 3,035

情報図形科学・情報図形科学 1,245 1,245

宇宙地球科学・宇宙地球科学 503 503

身体運動科学・身体運動科学 145 2,956 138 3,239

基礎実験・基礎実験 362 362

合　　　　　　　計 12,621 1,748 2,956 138 440 17,903

経　理　分　類

配　　　分　　　区　　　分

配分額合計 備　　　　　　　　　考
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資料２－４

予算単価：15千円 単位：千円
経　理　分　類 教　室　名 担当教官名 金 額 備  考 経　理　分　類 教　室　名 担当教官名 金 額 備  考

超域文化・文化人類　 文化人類 30 国文学・漢文学 国文学・漢文学 90
浜田　明範 15 高山　大毅 15
関谷　雄一 15 村上　克尚 15

矢田　勉 15
国際社会科学専攻 300 永井　久美子 15

(法・政治学) 小粥　太郎 15 沖本　幸子 15
平松　彩子 15 谷口　洋 15
福岡　安都子 15
キハラハント　愛 15 哲学 哲学・科学史 90
岡田　晃枝 45 ３コマ 岡本　拓司 15
北村　朋史 15 石原　孝二 15

三村　太郎 15
(経済・統計) 河合　玲一郎 15 山本　芳久 15

中西　徹 15 星野　太 15
高見　典和 15 國分　功一郎 15
鍾　非 15

心理学 心理・教育学 30
四本　裕子 15

(社会・社会思想史) 坂井　晃介 15 石垣　琢麿 15
馬路　智仁 15

人文地理学 人文地理学 30
(国際関係) 酒井　哲哉 15 梶田　真 15

川島　真 15 田中　雅大 15
阪本　拓人 15
鶴見　太郎 15 外国語 45
吉本　郁 15 英語 大石　和欣 15
湯川　拓 15 フランス語・イタリア語 今橋　映子 15

ドイツ語 田中　純 15
高度化機構 60

(高度化機構)※ 小澤　幸世 45 ３コマ
中村　長史 15

歴史学 歴史学 120
桜井　英治 15
渡辺　美季 15
外村　大 15
山口　輝臣 15
塚原　伸治 15
井坂　理穂 15
大塚　修 15
田中　創 15

合　　計 795

※非常勤講師は対象外

２０２２年度　基礎演習費の配分（前期課程）
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資料２－５

予算単価：15千円 単位：千円
経　理　分　類 教　室　名 担当教官名 金 額 備  考 経　理　分　類 教　室　名 担当教官名 金 額 備  考

物理 60
齋藤　晴雄 15
酒井　邦嘉 15
大泉　匡史 15
石原　秀至 15

生物 45
坪井　貴司 15
晝間　敬 15
土畑　重人 15

情報・図形部会 舘　知宏 15

化学 60
長谷川　宗良 15
宮島　謙 15
若杉　桂輔 15
岩井　智弘 15

スポーツ・身体運動 30
柳原　大 15
寺田　新 15

宇宙・地球部会 鈴木　建 15

初年次教育部門 30
橘　亮輔 15
松本　悠 15

合　　計 255

２０２２年度　基礎演習費の配分（前期課程）
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資料２－６

100%

配分額 51,470 千円

配分額 （単位：千円）

教育関係経費 学科経費 合　計

教養学科
（旧文系3学科）

9,430 15,198 24,628

理系2学科
（旧理系3学科）

11,644 15,198 26,842

理系2学科配分内訳

統合自然科学科 (8,094) (7,599) (15,693)

学際科学科 (3,550) (7,599) (11,149)

 共通英語 ※（１，２００） 0 ※（１，２００）
※二次配分予算で別途
措置　外数

国際日本研究ｺｰｽ (0) ※（-） ※（-）
※G30経費で別途措置
　外数

国際環境学ｺｰｽ (0) ※（-） ※（-）
※G30経費で別途措置
　外数

小計 21,074 30,396 51,470

※算出根拠 （単位：千円）

教育関係経費
今年度単価

（前年度同額）
今年度配分額（進学定
員文系115，理系82）

前年度配分額（進学定
員文系115，理系82）

対前年度
増▲減

教養学科
（旧文系3学科）

82 9,430 9,430 0

理系2学科
（旧理系3学科）

142 11,644 11,644 0

合　　計 21,074 21,074 0

学科経費
今年度配分額
（前年度同額） 前年度配分額

対前年度
増▲減

教養学科
（旧文系3学科）

15,198 15,198 0

理系2学科
（旧理系3学科）

15,198 15,198 0

合　　計 30,396 30,396 0

２０２２年度 後期課程運営経費予算配分（案）

※理系２学科の教育関係経費については、進学振分け上限定員（統合自然科学科57名、学際科学科25名）
による按分とし、学科経費については折半とする。（端数については、定員の多い統合自然科学科とする。）
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資料２－７

2022年度　属人研究費等専攻等別積算内訳（総表）（案）

専攻・系@3,165

その他@1,055

人 人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 3,165 

○ 1,055 

○ 1,055 

○ ※（-）

○ ※（-）

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

○ 0 

24,265 

参考

24,265 

0 

0 911 0 200 825 0 825 86  学生相談所 1 0 1 2 625 

区　　　　　　　　分
2022年5月1日現在 区別

属　　人　　研　　究　　費 属人教育費
専攻・系
運営費

教授
准教授
・講師

助教
・助手

計

総合文化
図書館
負担金
＠2,256

合　計教授 准教授・講師 助教・助手

小計
効率化係数

小計
@43千円

積算額
理
系

文
系

文系@625 文系@384 文系@200
×0%減

理系@940 理系@571 理系@294

言語情報科学専攻 26 14 2 42 16,250 5,376 400 22,026 0 22,026 1,806 △ 2,256 24,741 

超域文化科学専攻 30 17 2 49 18,750 6,528 400 25,678 0 25,678 2,107 △ 2,256 28,694 

地域文化研究専攻 28 14 1 43 17,500 5,376 200 23,076 0 23,076 1,849 △ 2,256 25,834 

国際社会科学専攻 24 9 4 37 15,000 3,456 800 19,256 0 19,256 1,591 △ 2,256 21,756 

広域･生命環境科学系 18 16 22 56 16,920 9,136 6,468 32,524 0 32,524 2,408 △ 748 37,349 

広域･相関基礎科学系 23 22 25 70 21,620 12,562 7,350 41,532 0 41,532 3,010 △ 934 46,773 

広域･広域ｼｽﾃﾑ科学系 15 12 16 43 14,100 6,852 4,704 25,656 0 25,656 1,849 △ 574 30,096 

人間の安全保障プログラム
（国際研究先端大講座）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,055 

多文化共生・
統合人間学プログラム

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,055 

国際人材養成プログラム
※G３０経費で別途運営費措置、外数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ※（-）

国際環境学プログラム
※G３０経費で別途運営費措置、外数

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ※（-）

以下専攻所属外

グローバル地域研究機構 3 1 2 6 1,875 384 400 2,659 0 2,659 258 0 2,917 

教養教育高度化機構 1 5 0 6 940 1,920 0 2,860 0 2,860 258 0 3,118 

国際環境学教育機構 3 3 1 7 2,820 1,713 294 4,827 0 4,827 301 0 5,128 

進化認知科学研究ｾﾝﾀｰ 0 2 1 3 0 1,142 294 1,436 0 1,436 129 0 1,565 

 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
　研究ｾﾝﾀｰ

2 5 2 9 1,250 1,920 400 3,570 0 3,570 387 0 3,957 

 国際交流センター 0 4 0 4 0 1,536 0 1,536 0 1,536 172 0 1,708 

 国際日本研究教育機構 0 3 0 3 0 1,152 0 1,152 0 1,152 129 0 1,281 

 進学情報センター 0 2 0 2 0 768 0 768 0 768 86 0 854 

２０２２年度計 174 129 79 382 127,650 59,821 21,910 209,381 0 209,381 16,426 △ 11,280 238,792 

２０２１年度計 166 133 78 377 122,020 61,731 21,710 205,461 0 205,461 16,211 △ 11,280 234,657 

増減 8 △ 4 1 5 5,630 △ 1,910 200 3,920 0 3,920 215 0 4,135 
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資料2-8

配分額 1

635,134 千円

（単位：千円）

部　会　名　等 2022年度
配分額

2021年度
配分額

対前年度
増▲減

①　附属施設等 50,368 50,368 0

前年度同額 3,859千円

前年度同額 11,280千円

前年度同額 949千円

3,980 3,980 0 前年度旧ｱﾒｾﾝ分 前年度同額

1,000 1,000 0 ﾄﾞｲﾂ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ研究ｾﾝﾀｰ(2010~) 前年度同額

東ｱｼﾞｱﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 3,100 3,100 0 　 2012-2014まで総長裁量経費　2015年度以降3,100千円を配分 前年度同額

国際環境学教育機構 ※- ※- ※- ※ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ３０経費の一部で別途措置

国際日本研究教育機構 ※- ※- ※- ※ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ３０経費の一部で別途措置

先進科学研究機構 12,000 12,000 0 ２０２２年度までの時限付き配分
3次配分
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

前年度同額

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ文科 5,400 5,400 0 ２０２２年度までの時限付き配分
3次配分
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

前年度同額

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ文理融合 1,600 1,600 0 ２０２２年度までの時限付き配分
3次配分
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

前年度同額

　 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ
　 【ALESA Program】

7,200 7,200 0
２０２０年度より教員の所属が大総ｾﾝﾀｰへ
移管するため、事業費を配分

前年度同額

②　関連施設等 25,783 32,663 ▲ 6,880

　 進学情報ｾﾝﾀｰ 824 824 0 運営費を配分 前年度同額

前年度同額 4,000千円

留学生相談室　　　　　　 前年度同額 890千円

国際研究協力室事務補佐員人件費 前年度同額 1,400千円

6,080 6,080 0 前年度同額 6,080千円

共通技術室 1,129 1,129 0 運営費を配分 前年度同額

特任講師人件費 490千円*12月 前年度同額 5,880千円

職域限定職員人件費 前年度同額 3,000千円

学生による授業ｱﾝｹｰﾄ(夏) 前年度同額 1,000千円

学生による授業ｱﾝｹｰﾄ(冬) 前年度同額 900千円

学生による授業評価ｱﾝｹｰﾄITC-LMS保守料金 新設、今年度のみ 530千円

事務用品費 前年度同額 100千円

出口調査のﾎﾟｽﾀｰ作成費 新設 50千円

教育研究ﾃﾞｰﾀ分析室
（旧 教養教育評価経費）

11,460 18,340 ▲ 6,880

2022年度学部共通経費予算配分（案）

備　　　　　考

※東京大学総合文化研究科・教養学部の附属施設等を定める規則による

図書館 16,088 16,088 0

図書館経費　

総合文化図書館分担金(専攻等から徴収)

夜間開館閲覧業務の対応（人件費）

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地域研究機構
（旧 ｱﾒﾘｶ太平洋地域研究ｾﾝﾀｰ含む）
（旧 ﾄﾞｲﾂ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ研究ｾﾝﾀｰ含む）

※東京大学総合文化研究科・教養学部の附属施設等を定める規則による

　 国際交流ｾﾝﾀｰ

6,290 6,290 0

ＡＩＫＯＭ(平成29年度よりUSTEPに業務が移行されることに伴い、
配分額を精査し、4,000千円の配分とする。

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾘｾﾞｰｼｮﾝｵﾌｨｽ
（※２０２０年度まではｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ３０経費の一部で別途6,080千円を措置）
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資料2-8

部　会　名　等 2022年度
配分額

2021年度
配分額

対前年度
増▲減

備　　　　　考

③　事項指定経費 258,907 261,407 ▲ 2,500

教育研究事業経費

駒場学生相談所事業費 (H17~） 17,112 17,112 0 前年度同額

ALESS Program (H20~） 0 0 0

学習基盤整備のための全学学生
用図書費の恒常化 (H20~)

16,834 16,834 0 前年度同額

学習基盤整備のための全学学生
用図書費の恒常化(H24~)

1,807 1,807 0 前年度同額

ｿﾝﾏ(ｱｳｸﾞｽﾄｩｽの発掘調査研究)経費 75,746 75,746 0 前年度同額

   ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ３０経費 28,000 28,000 0 前年度同額

教養教育国際化事業経費 105,408 105,408 0 前年度同額

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｽﾀﾃﾞｨｰｽﾞ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 0 7,500 ▲ 7,500 ２０２１年度までの時限付き配分
3次配分
ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ

前年度まで

芸術創造連携研究機構 5,500 5,500 0
特任助教1名5,000千円（条件付き）、
諸経費500千円

前年度同額

心の多様性機構 5,000 - 5,000 ２０２２年度限り 新設、今年度のみ

多文化共生・統合人間学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（2020～）

3,500 3,500 0
２０２２年度までの時限付き配分
（事務職員人件費1名3,500千円）

前年度同額

④　その他事項別経費 79,965 80,201 ▲ 236

外国人教師等経費 3,152 3,152 0 前年度同額

客員講座分 8,517 8,517 0 前年度同額

図書館経費（図書館維持費） 3,658 3,658 0 前年度同額

図書館設備費(特別図書費） 854 854 0 前年度同額

図書館設備費(学生用図書費） 4,896 4,896 0 前年度同額

研究基盤支援促進経費 1,299 1,299 0 前年度同額

研究支援推進員 512 512 0 前年度同額

研究機関研究員 2,632 2,632 0 前年度同額

低温委員会 5,264 5,264 0 前年度同額

情報教育棟 3,008 3,008 0 前年度同額

学生会館及びｷｬﾝﾊﾟｽﾌﾟﾗｻﾞ 2,387 2,387 0 前年度同額

TA経費 34,516 34,752 ▲ 236 対前年度236千円減

RA経費 5,270 5,270 0 前年度同額

URA経費 4,000 4,000 0 前年度同額

⑤　その他経費 220,111 222,361 ▲ 2,250

前年度同額 3,459千円

今年度契約額 3,756千円

学部報室 1,925 1,925 0 前年度同額

旧 配分事項経費(ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ職員経費)
／図書館

学生相談所

※2020年度から大総ｾﾝﾀｰへ移管。
予算も大総ｾﾝﾀｰへ移管されるため配分0とする。

図書館経費　

図書館経費

　 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ地域研究機構 地中海地域研究部門

２０２１年度より外国人特任教員の人件費を中央管理教育研究人件費から
支出するためPEAK/GPEAKに運営費を配分

※法人化以前の事項指定予算

旧 配分事項経費／外国語部会

旧 配分事項経費／各専攻・系

※法人化以後の事項指定予算

旧 配分事項経費／図書館

旧 配分事項経費／駒場図書館

旧 配分事項経費（ｱｲｿﾄｰﾌﾟ施設定期検査経費)　／RI施設

旧 配分事項経費（研究支援推進経費）
／ｱﾒﾘｶ太平洋地域研究ｾﾝﾀｰ
旧 配分事項経費（非常勤研究員経費）
／ｱﾒﾘｶ太平洋地域研究ｾﾝﾀｰ

旧 特殊装置維持費(~2002)を低温ｾﾝﾀｰ運営費として

旧 特殊装置維持費(~2002)を情報教育棟運営費として

旧 配分事項経費(大学会館運営費）
／学生委員会

旧 配分事項経費／TA委員会

旧 配分事項経費／各専攻・系

情報教育棟 7,215 7,065 150
　 開館業務（警備委託）
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資料2-8

部　会　名　等 2022年度
配分額

2021年度
配分額

対前年度
増▲減

備　　　　　考

前年度同額 10,750千円

今年度契約額 3,240千円

工作技術室 2,229 2,229 0 前年度同額

ＲＩ施設 2,750 2,750 0 前年度同額 2,750千円

美術博物館

運営費相当 前年度同額 1,000千円

前年度同額 3,000千円

前年度同額 1,000千円

前年度同額 1,000千円

前年度同額 630千円

自然科学博物館

前年度同額 1,800千円

前年度同額 1,000千円

前年度同額 1,000千円

ｵﾙｶﾞﾝ委員会

前年度同額 700千円

前年度同額 350千円

前年度同額 150千円

ﾋﾟｱﾉ委員会

前年度同額 250千円

前年度同額 350千円

前年度同額 400千円

初年次活動ｾﾝﾀｰ 767 767 0

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ保守料 対前年度2,341千円増 13,063千円

研究棟管理運営委員会 前年度同額 1,596千円

   機器年間保守費別紙内訳書参照 前年度同額 1,262千円

   ﾎｰﾙ保守点検費 前年度同額 1,698千円

   電動昇降ｽﾃｰｼﾞ保守 前年度同額 341千円

　 14号館維持運営経費 100 0 100 新設

   広報室経費 1,960 1,960 0 前年度同額

教育支援経費 20,000 20,000 0 前年度同額

ｺﾛﾅ対策費 7,500 10,000 ▲ 2,500
（ｺﾛﾅ対策TA1,845千円・授業補助TA700千円含
む）

対前年度2,500千円減

学部長裁量経費 30,000 30,000 0 前年度同額

大学院･留学生経費 101,085 101,085 0 前年度同額

情報学環共通経費 ※- ※- ※-

合　　　計 635,134 647,000 ▲ 11,866

10号館視聴覚（LL）教室 13,990 13,990 0
　 機器更新費8,000千円含む

　 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教育設備保守(2011~) 今年度契約額

作業環境測定法に基づく測定業務の
1/3は別途中央経費にて負担

文化施設運営委員会

6,630 6,630 0
人件費250千円*12月

展覧会費

資料整理費

絵画収蔵庫空調設備点検整備

3,800 3,800 0
運営費相当

展覧会費

資料整理費

調律・保守

1,000 1,000 0
演奏会

ﾎﾟｽﾀｰ

調律・保守

1,200 1,200 0
演奏会

ﾎﾟｽﾀｰ

　 ※情報学環より別途措置

研究室･建物維持運営経費 14,659 14,659 0

　 18号館維持運営経費 3,301 3,301 0
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資料3

二次配分額

　　　2022年度配分額 255,724 千円

　　　財源捻出（５％） ▲ 25,572 千円

　　　ヒアリング評価に基づく再配分 25,572 千円

　　　ヒアリング評価及び指標に基づく配分 9,792 千円

　　　教育研究先進化プラットフォームの整備 23,354 千円

288,870 千円

二次要求事項 2022配分額 2021配分額 対前年度増減

・学部教育の総合的改革の推進、維持
　(ALESS,ALESA予算)

114,566 千円 114,566千円 0

・教養教育の充実のための包括的基盤整備
　「ＧＦＤ （global faculty development）」

20,000 千円 20,000千円 0

・基礎研究に立脚した新分野創成のための教育基盤整備
 （後期課程共通英語1,200千円含む）

23,292 千円 23,292千円 0

計 157,858 千円 157,858千円 0

教育研究先進化プラットフォームの整備 2022配分額

・高大連携による
　遠隔教育の強化とリカレント教育の推進

16,200 千円

・アドバンスト理科・研究入門 15,000 千円

・駒場ライティング・センター（KWC、仮）の設立 25,900 千円 （うち10,900千円は教員人件費）

・駒場キャンパスSafer Space 9,800 千円

・教育研究先進化プラットフォームの整備としての
　教員人件費

10,900 千円

計 77,800 千円
※ミッション実現加速化経費（教育研究組織改革分）54,446千円と併せて配分

＜参考＞

全学事業

・TLP関係（語学力アセスメント関係含む） 17,909 千円

　　　・スーパーグローバル大学 ※ 千円

※額未確定

２０２２年度　第二次予算配分等(案)

当初予算額

当初予算に組入　107,658千円

二次要求事項に配分　　157,858千円
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